
 
九都県市首脳会議「ＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）ワクチン 

の定期接種について」に係る要望の実施について 

 
令和元年１１月６日に開催された第７６回九都県市首脳会議での合意

に基づき、千葉市が九都県市(埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜

市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市)を代表して、ＨＰＶ（ヒト

パピローマウイルス）ワクチンの定期接種について、国に対して要望を

実施しますのでお知らせします。 

 

１ 実施時期  令和元年１１月２６日（火） 

２ 要 望 先  厚生労働省 

３ 要望内容  別添要望書のとおり 

 

※ 要望活動等については、千葉市にお問合せください。 

【九都県市首脳会議について】 

   千葉市総合政策局総合政策部政策調整課 

  電話 043-245-5047 

 

 【要望活動について】 
  千葉市保健福祉局健康部健康企画課 

  電話 043-245-5202 

  

令和元年１１月２５日 
相模原市発表資料 

問合せ先 
〔広域行政課〕 
 電話：０４２－７６９－８２４８ 



 

ＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）ワクチンの定期接種について 

 
 
ＨＰＶワクチンの予防接種は、平成２２年からワクチン接種の公費

助成が始まり、平成２５年４月に予防接種法で定期予防接種に定めら

れた。当時、接種後にワクチンとの因果関係が明確ではないものの慢

性疼痛や運動障害などの多様な症状の報告があり、同年６月に、国か

ら積極的な接種勧奨の差し控え勧告が通知され、現在まで、その状態

が６年継続している。 

その間、平成２７年に始まった厚生労働省研究班による全国疫学調

査では、ＨＰＶワクチン接種歴のない者においても、ＨＰＶワクチン

接種後に報告されている症状と同様の「多様な症状」を呈する者が一

定数存在するとされており、更に本調査によってＨＰＶワクチン接種

と接種後に生じた症状との因果関係は言及できないと報告されている。 

 ワクチン接種率は、公費助成導入期の接種対象者であった平成６年

から１１年生まれの女子が７０％程度であったのに対して、積極的勧

奨の差し控え以降は１％未満となっており、定期接種としては著しく

低い接種率となっている。 

 平成２５年６月１４日付けの勧告通知では、速やかに専門家による

評価を行い、積極的な勧奨の再開の是非を改めて判断するとなってい

るが、未だにその後の方針が示されていない。 

このことから、次の事項について要望する。 

 

 

１ ＨＰＶワクチンについて、科学的根拠に基づいた検討を更に推進

し、国民に対して適切な情報を早急に提供すること。 

 

２ 今後の取り扱いについて速やかに結論を示すこと。 
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